
 

毎⽉ 15 ⽇までに集⾦して班、⽀部の役員に届けてください。 
会費の集⾦は 15 ⽇ 80％、⽉末 100％になるようご協⼒を!! 

 

 

 

 

商⼯新聞読者と会員増やして、強く⼤きな⺠商を次世代に!! 
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11
月
27
日(

火)

夜
７
時
30

分
か
ら
「
商
売
を
語
る
会
」
を
開

き
、
青
年
部
員
５
人
を
含
む
９
人

が
参
加
し
ま
し
た
。 

報
告
者
一
人
目
の
白
部
青
年

部
長
は
、
オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド
の
ス

ノ
ー
ボ
ー
ド
制
作
の
仕
事
を
開

業
す
る
に
あ
た
り
、
名
古
屋
市
の

『
平
成
30
年
度
ス
タ
ー
ト
ア
ッ

プ
企
業
支
援
補
助
金
』
と
愛
知
県

の
『
あ
い
ち
中
小
企
業
応
援
フ
ァ

ン
ド
助
成
金
』
を
申
請
し
た
経
験

を
発
表
。
「
Ｓ
Ｗ
Ｏ
Ｔ
分
析
と
も

関
連
が
あ
り
、
経
営
の
内
容
や
計

画
を
わ
か
り
や
す
く
説
明
で
き

な
い
と
い
け
な
い
。
最
終
的
に
は

面
接
で
担
当
者
か
ら
『
こ
れ
は
、

本
当
に
自
分
で
作
ら
れ
ま
し
た

か
』
と
聞
か
れ
た
。
書
面
で
通
る

か
ど
う
か
な
の
で
中
小
企
業
診

断
士
な
ど
プ
ロ
に
依
頼
し
て
い

る
人
が
多
い
。
し
か
し
、
自
分
の

よ
う
に
小
規
模
な
と
こ
ろ
で
は

プ
ロ
に
何
十
万
も
払
っ
た
ら
残

ら
な
く
な
っ
て
し
ま
う
」
「
愛
知

県
の
補
助
金
が
本
命
だ
っ
た
の

で
、
じ
っ
く
り
準
備
し
た
が
、
そ

も
そ
も
の
順
番
を
踏
ん
で
い
な

か
っ
た
た
め
に
締
切
前
に
持
っ

て
い
た
の
に
門
前
払
い
だ
っ
た
。

対
応
が
非
常
に
悪
く
て
が
っ
か

り
し
た
。
補
助
金
を
申
請
し
よ
う

と
思
っ
た
き
っ
か
け
は
、
補
助
金

の
学
習
会
に
参
加
し
た
こ
と
。
い

ろ
ん
な
場
所
に
出
る
こ
と
で
勉

強
に
な
る
」
と
明
快
に
述
べ
ま
し

た
。 二

人
目
の
橋
本
さ
ん
は
、
「
従

来
の
ネ
ッ
ト
で
の
家
電
販
売
は

安
定
し
て
い
る
が
、
今
後
を
見
越

し
て
新
し
い
法
人
を
創
業
し
た
。

法
人
設
立
を
自
分
で
行
い
、
（
法

人
所
在
地
の
）
春
日
井
市
に
は
、

法
人
登
録
免
許
税
の
補
助
が
あ

っ
た
が
、
知
ら
ず
に
申
請
で
き
な

か
っ
た
。
信
用
金
庫
の
創
業
塾
に

出
て
勉
強
に
な
っ
た
し
、
春
日
井

市
は
利
子
の
補
助
（
利
子
補
給
）

も
あ
る
と
教
え
て
も
ら
い
開
業

資
金
の
申
し
込
み
を
し
て
い
る
。

今
、
町
内
会
長
を
や
っ
て
い
て
、

地
域
の
人
が
助
け
て
く
れ
た
り
、

民
商
で
も
教
え
て
も
ら
っ
た
り

と
、
商
売
に
は
人
の
つ
な
が
り
が

欠
か
せ
な
い
と
感
じ
て
い
る
」
と

実
感
の
こ
も
っ
た
発
言
で
し
た
。

三
人
目
は
、
柳
澤
会
長
。
ど
う
し
て
造

園
業
に
携
わ
る
よ
う
に
な
っ
た
の
か
、生

い
立
ち
か
ら
語
り
始
め
、
親
の
借
金
で
二

代
目
と
し
て
苦
労
し
た
こ
と
、
自
分
の
家

族
に
も
苦
労
を
か
け
た
が
、
民
商
と
巡
り

合
い
、
現
在
会
長
と
し
て
奮
闘
し
て
い
る

中小企業法務 

プラス！ワンポイント
～ 押さえておきたい相続法改正① ～

 
2018 年７月６日、約 40 年ぶりに相続に関する民法

などの改正法が成立しました。今回は、是非押さえ

て頂きたい改正の内容のうち、自筆証書遺言に関す

るものを解説します。 

 従来、自筆証書遺言（＝手書きの遺言）について

は、全文を遺言者が自分で書く必要がありました。

遺言書を作成する時点でお体が不自由な方も多いこ

とから、特に財産の数が多い場合、全文の手書きは

大きな負担でした。 

そこで、今回の改正では、財産目録を別紙として

添付する場合に限り、パソコンで作成した財産目録

や、登記事項証明書、銀行預金通帳のコピーを添付

することが許されることになりました。ただし、別

紙の全ページに署名・押印をする必要があり、これ

によって偽造が防止されることになります。この見

直しは、2019 年１月 13 日から施行されます。 

 また、今まで自筆証書遺言は公的機関に保管する

制度がなく、紛失や偽造のおそれがありました。 

そこで、改正法では、自筆証書遺言を法務局に保

管する制度が新設されました。遺言者本人が法務局

に原本を持参して申請しなければならず、本人確認

の上、遺言書の形式審査を受けて、保管がなされる

ので、後日の紛争を避ける効果が期待できます。相

続の開始後、相続人は法務局で遺言書の内容を確認

することができ、他の相続人にも遺言書の存在が通

知される仕組みです。この見直しは、2020 年７月 12

日までに施行される予定です。 

 

2018 年 12 月
弁護士 裵

ペ

 明 玉
ミョンオク

（名古屋北法律事務所）

年末調整・学習会 
日時：12 月 10 日(月) 19：30～ 

12 月 12 日(水) 14：00～ 

場所：民商事務所・３階 

＝ 持ち物 ＝ 

源泉徴収簿（給与台帳）、扶養控除申告

書、配偶者控除等申告書、保険料控除申

告書、国保料の領収書、各種控除証明書、

住宅特別控除計算書、横判、認印（法人

は実印）源泉所得税の領収書、昨年の年

末調整の資料一式（源泉徴収簿など） 

＝ 「商売を語る会」で報告する 
白部青年部長 ＝


